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平成28年度　一般会計・特別会計・企業会計

各事業の効果はどうだったのか

第３回定例会のあらまし
　10 月定例会は、10 月 11 日から 11 月２日までの 23 日間の会期で開かれました。
　今定例会では、人事案件、平成 29 年度補正予算、条例の一部改正に関する議案等が
15 件、報告５件、平成 28 年度決算認定９件が市長から提出されました。議案第 37 号
から議案第 42 号は所管の各常任委員会に付託され、審査されました。補正予算・決
算認定は予算決算特別委員会が設置され、特別委員会にて審査されました。
　議案等はいずれも原案のとおり承認、同意、可決、認定されました。
　また、一般質問には９名の議員が登壇し、市の方針等を質しました。

平
成
29
年

10
月
定
例
会

徹底審査！市のお金の使いみち

※�金額は、１万円未満を四捨五入しているため、
　円グラフ中央の合計額とは一致しません。
　円グラフの構成比についても、端数が合いません。
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一般会計の決算状況【歳入】 前年度比％
市税 38 億��850 万円 3.9
地方譲与税 2億 6,817 万円 △ 0.5
地方消費税交付金 5億 4,488 万円 △ 12.0
地方交付税 62 億��691 万円 △ 0.8
分担金及び負担金 7,583 万円 △ 29.2
使用料及び手数料 1億 4,716 万円 4.1
国庫支出金 20 億 6,850 万円 △ 3.4
県支出金 11 億 4,664 万円 △ 29.8
財産収入 1億��529 万円 14.2
寄附金 1億 6,339 万円 44.3
繰入金 3億 9,549 万円 △ 46.3
繰越金 6億 8,794 万円 △ 14.7
諸収入 3億 9,992 万円 △ 6.5
市債 14 億 6,560 万円 △ 27.4
ゴルフ場利用税交付金など 2 億 2,746 万円 △ 10.0

【歳出】 前年度比％
議会費 1億 5,296 万円 △ 7.0
総務費 28 億 9,884 万円 △ 5.7
民生費 49 億 4,727 万円 6.4
衛生費 11 億 6,642 万円 8.1
農林水産業費 7億 8,962 万円 △ 24.0
商工費 3億 3,991 万円 △ 4.1
土木費 19 億 4,094 万円 3.3
消防費 9億 9,330 万円 0.2
教育費 21 億 2,523 万円 △ 42.3
災害復旧費 －万円 △ 100
公債費 17 億 7,324 万円 5.9
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●
監
査
委
員
の
意
見（
一
部
抜
粋
）

　

本
市
に
と
っ
て
少
子
高
齢
化
、

人
口
減
少
に
よ
る
人
口
構
造
の
変

化
は
、
将
来
的
に
大
き
な
影
響
を

及
ぼ
す
と
こ
ろ
で
あ
る
。
ま
た
、

今
後
の
市
政
運
営
に
お
い
て
、
自

主
性
・
自
立
性
が
従
来
以
上
に
求

め
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
財
政
運

営
は
厳
し
い
状
況
が
想
定
さ
れ
る
。

　

こ
れ
ら
の
状
況
に
対
し
、
現
在

実
施
し
て
い
る
取
り
組
み
の
着
実

な
遂
行
に
努
め
、「
安
全
安
心
な

ま
ち
づ
く
り
」
を
基
盤
と
し
た
安

定
的
な
市
政
運
営
が
な
さ
れ
る
よ

う
希
望
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

行
方
市
監
査
委
員　

鈴
木　

宏

平
野
晋
一

　補正予算・決算審査のため、『予算決算特別委員会』
が設置され、議長を除く 19 名の委員により、審査が
行われました。特別委員長には、宮内　守�議員、特
別副委員長には、岡田晴雄�議員が互選されました。
　審査内容の詳細については、次号「議会だより」
でお伝えいたします。

９会計決算は認定

一般・特別・企業会計別決算
歳　　入 歳　　出 差引残額

一般会計 177 億 1,166 万 7,640 円 171 億 2,773 万　175 円 5 億 8,393 万 7,465 円
国民健康保険特別会計 59 億 7,501 万 3,653 円 59 億 4,761 万　190 円 2,740 万 3,463 円
介護保険
特別会計

保険事業勘定 36 億 7,096 万　486 円 35 億　563 万 8,220 円 1 億 6,532 万 2,266 円
介護サービス事業勘定 1,098 万 8,925 円 1,039 万 8,200 円 59 万　725 円

後期高齢者医療特別会計 3億 1,155 万 9,989 円 3 億 1,002 万 6,389 円 153 万 3,600 円
農業集落排水事業特別会計 2億 2,422 万 8,610 円 2 億　618 万 7,810 円 1,804 万　800 円
特定環境保全公共下水道事業特別会計 3億 8,380 万 8,946 円 3 億 6,918 万 1,200 円 1,462 万 7,746 円
流域関連公共下水道事業特別会計 3億 2,266 万 1,960 円 3 億 1,108 万 2,853 円 1,157 万 9,107 円
戸別浄化槽整備事業特別会計 1億 1,751 万 3,282 円 1 億　770 万 6,432 円 980 万 6,850 円

水道事業合計
収益的収入及び支出 9億 7,492 万 2,628 円 9 億　 59 万 8,556 円 7,432 万 4,072 円
資本的収入及び支出 2億 4,487 万 6,120 円 5 億 9,022 万 8,516 円 △ 3億 4,535 万 2,396 円

防災対応型エリア放送整備事業　（201,961,558 円）

飲料水兼用耐震性貯水槽　（74,844,000 円）

社会体育施設整備事業　（232,928,448 円）

高速バスラッピング広告　（9,288,000 円）
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・連結実質赤字比率　　--％　　　　（赤字額がないため --％の表示）
　　　行方市のすべての会計を合算して赤字の割合を指標化したもの

・実質公債費比率　　　　７．２％
　市の実質的な借金が財政規模に占める割合の
こと。数値が高いほど返済の負担が重いことを
示し、通常３年間の平均値を使用します。

年度 /
項目 比率 県内

平均
早期健全
化基準

H28 7.2 6.9
25.0H27 7.7 7.3

H26 8.9 8.0

年度 /
項目 比率 県内

平均
早期健全
化基準

H28 72.1 36.4
350.0H27 75.5 36.6

H26 80.0 37.5

・将来負担比率　　　　　７２．１％
　地方公共団体の借入金（地方債）など現在
抱えている負債の大きさを、その地方公共団
体の財政規模に対する割合で表したものです。

５年間の一般会計決算の推移

H24 H25 H26 H27 H28

一般会計　基金残高（単位：百万円）

5,923 5,909 
5,445 5,528 

5,856 

0

3,000

6,0006,000
18,525 19,159 19,441 20,017 19,920 

0

10,000

20,000
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一般会計　地方債残高（単位：百万円）

・実質赤字比率　　　　--％　　　　（赤字額がないため --％の表示）
　　　標準財政規模における一般会計等の赤字の割合を指標化したもの

主要指標から見た　行方市の財政状況
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定により、平成 28 年度の行方市健全化判断比率の報告があり
ました
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市
長
が
提
出
し
た
議
案
等

諮
問
・
人
事

平ひ
ら
や
ま山　

邦く
に

寛ひ
ろ　

　
（
繁
昌
）

坂さ
か
も
と本　

　

將ま
さ
に　

　
（
捻
木
）

　

平
成
29
年
12
月
31
日
で
、
任
期

満
了
と
な
る
た
め
、
平
山
氏
は
引

き
続
き
、
坂
本
氏
は
新
た
に
、
候

補
者
と
し
て
推
薦
す
る
こ
と
に
つ

椎し
い

名な　
　

繁し
げ
る　

（
手
賀
）

鬼お
に

澤ざ
わ　

行ゆ
き

雄お　
（
於
下
）

根ね

本も
と　

光み
つ

江え　
（
小
貫
）

任
期
：
平
成
29
年
12
月
１
日
か
ら

　
　
　

平
成
32
年
11
月
30
日
ま
で

　

平
成
29
年
11
月
30
日
で
任
期
満

了
と
な
る
た
め
、
引
き
続
き
選
任

す
る
こ
と
に
同
意
し
ま
し
た
。

人
権
擁
護
委
員
の
推
薦

　

損
害
賠
償
の
額
を
定
め
、
和
解

す
る
こ
と
に
つ
い
て

　

行
方
市
玉
造
甲
地
内
を
車
両
で

走
行
中
に
、
市
道
の
横
断
側
溝
の

上
を
通
過
し
た
際
、
グ
レ
ー
チ
ン

グ
が
跳
ね
上
が
り
、
車
両
を
破
損

し
た
こ
と
に
つ
い
て
、
損
害
賠
償

の
額
を
定
め
、
和
解
す
る
こ
と

　

工
事
請
負
契
約
の
締
結
に
つ
い

て・
契
約
の
目
的

　

玉
造
有
機
肥
料
供
給
セ
ン
タ
ー

整
備
改
修
工
事

・
契
約
の
方
法

　

一
般
競
争
入
札

・
契
約
金
額

　

２
４
９
，
４
８
０
，
０
０
０
円

・
契
約
の
相
手
方

　

浅
野
環
境
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
株

式
会
社

　

代
表
取
締
役
社
長　

伊
藤　

淳
一

・
工
期

　

平
成
33
年
２
月
26
日
ま
で

第３回定例会の経過
10 月 11 日（水）
　【�委員会】　議会運営委員会
　【�本会議】　開会、会期の決定、諸般の報告、
所信表明、議案の上程、提案理由の説明、
請願の上程、委員会付託

　 　16日（月）
　【本会議】　一般質問�（３議員）

　 　17日（火）
　【本会議】　一般質問�（３議員）

　 　18日（水）
　【本会議】　一般質問�（３議員）

　 　19日（木）
　【�本会議】議案質疑、委員会付託、決算総
括質疑、予算決算特別委員会設置、付託、
委員の選任

　【委員会】　予算決算特別委員会

　 　20日（金）
　【委員会】　教育厚生委員会

　 　23日（月）
　【委員会】　総務委員会

　 　24日（火）
　【委員会】　経済建設委員会

　 　26日（木）
　【委員会】　予算決算特別委員会

　 　27日（金）
　【委員会】　予算決算特別委員会
　　　　　　教育厚生委員会

　 　30日（月）
　【委員会】　予算決算特別委員会

11 月 ２日（木）
　【委員会】　議会運営委員会
　【�本会議】　常任委員長報告、質疑、討論、
採決、予算決算特別委員長報告、質疑、討
論、採決、意見書、選挙管理委員会委員
及び補充員選挙、閉会中の継続審査、閉会
中の所管事務調査、議員の派遣、閉会

議
　
　
案

条
　
　
例

　

行
方
市
印
鑑
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例

　

市
民
の
利
便
の
向
上
を
図
る
た

め
、
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
等

の
多
機
能
端
末
機
で
個
人
番
号

カ
ー
ド
を
用
い
た
印
鑑
登
録
証
明

書
等
の
交
付
を
行
う
こ
と
等
に
伴

い
、
所
要
の
改
正
を
行
う
も
の

※
取
扱
証
明
書

　

・
住
民
票
の
写
し

　

・
印
鑑
登
録
証
明
書

　

・
市
・
県
民
税
課
税
証
明
書

石い
し
ざ
き崎　

光み
つ

春は
る　

　
（
行
戸
）

任
期
：�

平
成
29
年
12
月
１
日
か
ら

平
成
33
年
11
月
30
日
ま
で

　

平
成
29
年
11
月
30
日
で
、
任
期

満
了
と
な
る
た
め
、
引
き
続
き
同

氏
を
任
命
す
る
こ
と
に
同
意
し
ま

し
た
。

教
育
委
員
会
委
員
の
任
命

固
定
資
産
評
価
審
査

委
員
会
委
員
の
選
任

い
て
、
適
任
で
あ
る
と
答
申
し
ま

し
た
。
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平
成
28
年
度
行
方
市
水
道
事
業

会
計
未
処
分
利
益
剰
余
金
の
処
分

に
つ
い
て

　

地
方
公
営
企
業
法
の
規
定
に
よ

り
、
未
処
分
利
益
剰
余
金
５
８
，

１
１
６
，
９
９
３
円
を
建
設
改
良

積
立
金
へ
積
立
て
る
も
の

　

行
方
市
道
路
線
の
廃
止
に
つ
い
て

　

路
線
名　
（
玉
）
４
８
９
号
線

　

起
点　

西
蓮
寺
７
７
３
番
地
先

　

終
点　

西
蓮
寺
７
７
４
番
地
先

　

行
方
市
道
路
線
の
変
更
に
つ
い
て

　

路
線
名
（
玉
）
４
８
７
号
線

　

起
点　

西
蓮
寺
６
９
６
番
地
先

　

終
点　
西
蓮
寺
７
７
１
番
１
地
先

　
　
　
　
　
　
　
　

↓

　

起
点　

西
蓮
寺
６
９
６
番
地
先

　

終
点　

西
蓮
寺
７
７
２
番
地
先

　

路
線
名
（
麻
）
２
８
２
８
号
線

　

起
点　
矢
幡
１
９
０
０
番
12
地
先

　

終
点　
矢
幡
１
９
０
０
番
３
地
先

　
　
　
　
　
　
　
　

↓

　

起
点　
矢
幡
１
９
０
０
番
12
地
先

　

終
点　
矢
幡
１
９
０
０
番
16
地
先

議
　
　
案

報
　
　
告

　

平
成
28
年
度
行
方
市
健
全
化
判

断
比
率
及
び
行
方
市
資
金
不
足
比

率
の
報
告
が
あ
り
ま
し
た
。

※　

６
ペ
ー
ジ
に
、
行
方
市
の
財

政
指
標
の
数
値
を
掲
載
し
ま
し

た
。 健

全
化
判
断
比
率
、

資
金
不
足
比
率
の
報
告

　

平
成
29
年
度
行
方
市
一
般
会
計

補
正
予
算
（
第
２
号
）
に
つ
い
て

　

歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
に
歳
入

歳
出
そ
れ
ぞ
れ
２
８
，
０
３
２
千

円
を
追
加
し
、
歳
入
歳
出
予
算
の

総
額
を
そ
れ
ぞ
れ
１
６
，
７
１
０
，

５
６
５
千
円
と
す
る
。

　

平
成
29
年
度
行
方
市
介
護
保
険

特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

に
つ
い
て 専

決
処
分

　

保
険
事
業
勘
定
の
歳
入
歳
出
予

算
の
総
額
に
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ

６
，
４
８
２
千
円
を
追
加
し
、
歳

入
歳
出
予
算
の
総
額
を
そ
れ
ぞ
れ

３
，
３
９
７
，
４
８
２
千
円
と
す

る
。

　

損
害
賠
償
の
額
を
定
め
、
和
解

し
た
こ
と

　

行
方
市
立
麻
生
東
小
学
校
に
お

い
て
草
刈
り
作
業
中
の
石
跳
ね
に

よ
り
、
駐
車
中
の
車
両
を
破
損
し

た
こ
と
に
つ
い
て
損
害
賠
償
の
額

を
４
万
５
０
０
円
と
定
め
和
解
し

た
と
の
報
告
が
あ
り
ま
し
た
。

選
挙
管
理
委
員
及
び
補
充
員

選
挙
管
理
委
員
（
４
人
）

選
　
　
挙

選
挙
管
理
委
員
補
充
員
（
４
人
）

　

選
挙
管
理
委
員
及
び
補
充
員

は
、地
方
自
治
法
第
１
８
２
条
で
、

議
会
に
お
い
て
選
挙
す
る
よ
う
定

め
ら
れ
て
い
ま
す
。
任
期
は
４
年

で
す
。議

員
が
提
出
し
た
議
案

意
見
書

　

意
見
書
と
は
、
地
方
自
治
法
第

99
条
に
基
づ
き
、
地
方
公
共
団
体

の
公
益
に
関
す
る
こ
と
に
関
し

て
、
議
会
の
意
思
を
意
見
と
し
て

ま
と
め
た
文
書
で
す
。

発
議
第
１
号

　

教
育
厚
生
委
員
会
が
提
案
し
た

「
教
育
予
算
の
拡
充
を
求
め
る
意

見
書
」
が
可
決
さ
れ
、
国
の
機
関

に
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

　

学
校
現
場
に
お
け
る
課
題
が
複

雑
化
・
困
難
化
す
る
中
で
子
ど
も

た
ち
の
ゆ
た
か
な
学
び
を
実
現
す

る
た
め
に
は
、
教
材
研
究
や
授
業

準
備
の
時
間
を
十
分
に
確
保
す
る

こ
と
が
不
可
欠
で
す
。
そ
の
た
め

に
は
教
職
員
定
数
改
善
な
ど
の
施

策
が
最
重
要
課
題
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　

行
方
市
の
今
年
度
の
調
査
結
果

に
よ
る
と
、
今
年
５
月
の
市
内
小

学
校
教
職
員
の
時
間
外
労
働
が
平

均
で
72
．
６
時
間
、
市
内
中
学
校

教
職
員
が
平
均
で
１
０
５
．
６
時

間
、
６
月
に
は
、
市
内
小
学
校
教

職
員
の
時
間
外
労
働
が
平
均
で
70

時
間
、
市
内
中
学
校
教
職
員
が
平

均
で
１
０
３
．
７
時
間
と
な
っ
て

お
り
ま
す
。
ま
た
、
１
０
０
時
間

超
の
市
内
小
学
校
教
職
員
は
、
５

月
に
８
名
、
６
月
に
２
名
、
市
内

中
学
校
教
職
員
に
お
い
て
は
、
５

月
に
49
名
、
６
月
に
42
名
と
な
っ

て
お
り
、
長
時
間
労
働
是
正
が
必

要
で
あ
り
、
そ
の
た
め
の
教
職
員

定
数
改
善
も
欠
か
せ
ま
せ
ん
。

　

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
に

つ
い
て
は
、「
三
位
一
体
改
革
」

の
中
で
国
庫
負
担
率
が
２
分
の
１

か
ら
３
分
の
１
に
引
き
下
げ
ら
れ

ま
し
た
。
い
く
つ
か
の
自
治
体
に

お
い
て
は
、
厳
し
い
財
政
状
況
の

　

市い
ち
む
ら村　

茂し
げ

夫お　
　
（
島
並
）

　

兒こ

玉だ
ま　

秀
し
ゅ
う

敏び
ん　
　
（
内
宿
）

　

竹た
け
う
ち内　

友と
も

巳み　
　
（
麻
生
）

　

須す

貝か
い　
　

稔み
の
る　
　
（
谷
島
）

　

野の

島じ
ま　

清き
よ

司し　
　
（
捻
木
）

　

大お
お

和わ

だ田　

勝か
つ

康や
す　
（
繁
昌
）

　

大お
お
か
わ川　

裕ゆ
う
い
ち一　

　
（
小
牧
）

　

石い
し

槗ば
し　

英ひ
で

雄お　
　
（
北
高
岡
）
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中
、
独
自
財
源
に
よ
る
定
数
措
置

が
行
わ
れ
て
い
ま
す
が
、
地
方
自

治
体
の
財
政
を
圧
迫
し
て
い
ま

す
。
国
の
施
策
と
し
て
財
源
保
障

を
し
、
子
ど
も
た
ち
が
全
国
ど
こ

に
住
ん
で
い
て
も
、
一
定
水
準
の

教
育
を
受
け
ら
れ
る
こ
と
が
憲
法

上
の
要
請
で
す
。
ゆ
た
か
な
子
ど

も
の
学
び
を
保
障
す
る
た
め
の
条

件
整
備
は
不
可
欠
で
す
。よ
っ
て
、

国
会
及
び
政
府
に
お
か
れ
て
は
、

地
方
教
育
行
政
の
実
情
を
十
分
に

認
識
さ
れ
、
地
方
自
治
体
が
計
画

的
に
教
育
行
政
を
進
め
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
に
、
下

記
の
措
置
を
講
じ
ら
れ
る
よ
う
強

く
要
請
し
ま
す
。

１�

．
き
め
細
か
な
教
育
の
実
現
の

た
め
に
少
人
数
学
級
を
推
進
す

る
こ
と
。

２�

．
教
育
の
機
会
均
等
と
水
準
の

維
持
向
上
を
は
か
る
た
め
、
義

務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
を
堅

持
す
る
こ
と
。

（
提�

出
先
）
衆
議
院
議
長
、
参
議

院
議
長
、
内
閣
総
理
大
臣
、

財
務
大
臣
、
総
務
大
臣
、
文

部
科
学
大
臣

発
議
第
２
号

　

総
務
委
員
会
が
提
案
し
た

「
地
方
財
政
の
充
実
・
強
化
を
求

め
る
意
見
書
」
が
可
決
さ
れ
、
国

の
機
関
に
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

　

地
方
自
治
体
は
、
子
育
て
支
援

策
の
充
実
と
保
育
人
材
の
確
保
、

高
齢
化
が
進
行
す
る
中
で
の
医

療
・
介
護
な
ど
の
社
会
保
障
へ
の

対
応
、
地
域
交
通
の
維
持
な
ど
、

果
た
す
役
割
が
拡
大
す
る
中
で
、

人
口
減
少
対
策
を
含
む
地
方
版
総

合
戦
略
の
実
行
や
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

制
度
へ
の
対
応
、
大
規
模
災
害
を

想
定
し
た
防
災
・
減
災
事
業
の
実

施
な
ど
、
新
た
な
政
策
課
題
に
直

面
し
て
い
ま
す
。

　
一
方
、
地
方
公
務
員
を
は
じ
め
と

し
た
公
的
サ
ー
ビ
ス
を
担
う
人
材

が
限
ら
れ
る
中
で
、
新
た
な
ニ
ー
ズ

へ
の
対
応
と
細
や
か
な
公
的
サ
ー
ビ

ス
の
提
供
が
困
難
と
な
っ
て
お
り
、

人
材
の
確
保
を
進
め
る
と
と
も
に
、

こ
れ
に
見
合
う
地
方
財
政
の
確
立

を
め
ざ
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
う
し
た
状
況
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
社
会
保
障
費
の
圧
縮
や
「
公

的
サ
ー
ビ
ス
の
産
業
化
」
な
ど
地

方
財
政
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
し
た
歳

出
削
減
に
む
け
た
議
論
が
加
速
し

て
い
ま
す
。
と
く
に
「
ト
ッ
プ
ラ

ン
ナ
ー
方
式
」
の
導
入
は
、
民
間

委
託
を
前
提
と
し
た
地
方
交
付
税

算
定
を
容
認
す
る
も
の
で
あ
り
、

地
方
財
政
全
体
の
安
易
な
縮
小
に

つ
な
が
る
こ
と
が
危
惧
さ
れ
る
も

の
と
な
っ
て
い
ま
す
。「
イ
ン
セ

ン
テ
ィ
ブ
改
革
」
と
あ
わ
せ
、
地

方
交
付
税
制
度
を
利
用
し
た
国
の

政
策
誘
導
で
あ
り
、
客
観
・
中
立

で
あ
る
べ
き
地
方
交
付
税
制
度

の
根
幹
を
揺
る
が
し
か
ね
な
い

も
の
で
す
。
ま
た
、「
骨
太
方
針

２
０
１
５
」
以
降
、
窓
口
業
務
の

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
な
ど
の
民
間

委
託
を
２
０
２
０
年
度
（
平
成
32

年
度
）
ま
で
に
倍
増
さ
せ
る
と
い

う
目
標
が
掲
げ
ら
れ
て
い
ま
す

が
、
地
域
に
よ
る
人
口
規
模
・
事

業
規
模
の
差
異
、
公
共
サ
ー
ビ
ス

に
対
す
る
住
民
ニ
ー
ズ
、
各
自
治

体
に
お
け
る
検
討
経
過
や
民
間
産

業
の
展
開
度
合
い
の
違
い
を
無
視

す
る
も
の
で
あ
り
、
数
値
目
標
設

定
に
よ
る
民
間
委
託
の
推
進
に
は

賛
同
で
き
ま
せ
ん
。

　

本
来
、
必
要
な
公
共
サ
ー
ビ
ス

を
提
供
す
る
た
め
、
財
源
面
を
担

保
す
る
の
が
地
方
財
政
計
画
の
役

割
で
す
。
し
か
し
、
財
政
再
建
目

標
を
達
成
す
る
た
め
だ
け
に
歳
出

削
減
が
行
わ
れ
、
結
果
と
し
て
不

可
欠
な
サ
ー
ビ
ス
が
削
減
さ
れ
れ

ば
、
本
末
転
倒
で
あ
り
、
国
民
生

活
と
地
域
経
済
に
疲
弊
を
も
た
ら

す
こ
と
は
明
ら
か
で
す
。

　

こ
の
た
め
、
２
０
１
８
年
度
の

政
府
予
算
と
地
方
財
政
の
検
討
に

あ
た
っ
て
は
、
国
民
生
活
を
犠
牲

に
す
る
財
政
と
す
る
の
で
は
な

く
、
歳
入
・
歳
出
を
的
確
に
見
積

も
り
、
人
的
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
の

社
会
保
障
予
算
の
充
実
と
地
方
財

政
の
確
立
を
め
ざ
す
こ
と
が
必
要

で
す
。
こ
の
た
め
、
政
府
に
以
下

の
事
項
の
実
現
を
求
め
ま
す
。

１�

．
社
会
保
障
、
災
害
対
策
、
環

境
対
策
、
地
域
交
通
対
策
、
人

口
減
少
対
策
な
ど
、
増
大
す
る

地
方
自
治
体
の
財
政
需
要
を
的

確
に
把
握
し
、
こ
れ
に
見
合
う

地
方
一
般
財
源
総
額
の
確
保
を

は
か
る
こ
と
。

２�

．
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制

度
、
地
域
医
療
の
確
保
、
地
域

包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築
、

生
活
困
窮
者
自
立
支
援
、
介
護

保
険
制
度
や
国
民
健
康
保
険
制

度
の
見
直
し
な
ど
、
急
増
す
る

社
会
保
障
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
と

人
材
を
確
保
す
る
た
め
の
社
会

保
障
予
算
の
確
保
お
よ
び
地
方

財
政
措
置
を
的
確
に
行
う
こ
と
。

３�
．地
方
交
付
税
に
お
け
る「
ト
ッ

プ
ラ
ン
ナ
ー
方
式
」の
導
入
は
、

地
域
に
よ
っ
て
人
口
規
模
・
事

業
規
模
の
差
異
、
各
自
治
体
に

お
け
る
検
討
経
過
や
民
間
産
業

の
展
開
度
合
い
の
違
い
を
無
視

し
て
経
費
を
算
定
す
る
も
の
で

あ
り
、
廃
止
・
縮
小
を
含
め
た

検
討
を
行
う
こ
と
。

４�

．
災
害
時
に
お
い
て
も
住
民
の

命
と
財
産
を
守
る
防
災
・
減
災

事
業
は
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
重

要
で
あ
り
、
自
治
体
庁
舎
を
は

じ
め
と
し
た
公
共
施
設
の
耐
震

化
や
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
の

対
象
事
業
の
拡
充
と
十
分
な
期

間
の
確
保
を
行
う
こ
と
。ま
た
、

２
０
１
５
年
度
の
国
勢
調
査
を

踏
ま
え
た
人
口
急
減
・
急
増
自

治
体
の
行
財
政
運
営
に
支
障
が

生
じ
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
地

方
交
付
税
算
定
の
あ
り
方
を
引

き
続
き
検
討
す
る
こ
と
。

５�

．
地
域
間
の
財
源
偏
在
性
の
是

正
の
た
め
、
偏
在
性
の
小
さ
い

所
得
税
・
消
費
税
を
対
象
に
国

税
か
ら
地
方
税
へ
の
税
源
移
譲

を
行
う
な
ど
、
抜
本
的
な
解
決

策
の
協
議
を
進
め
る
こ
と
。

　

�　

同
時
に
、各
種
税
制
の
廃
止
、

減
税
を
検
討
す
る
際
に
は
、
自

治
体
財
政
に
与
え
る
影
響
を
十

分
検
証
し
た
上
で
、
代
替
財
源

の
確
保
を
は
じ
め
、
財
政
運
営
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に
支
障
が
生
じ
る
こ
と
が
な
い

よ
う
対
応
を
は
か
る
こ
と
。

６�

．
地
方
財
政
計
画
に
計
上
さ
れ

て
い
る
「
歳
出
特
別
枠
」「
ま

ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事
業

費
」
等
に
つ
い
て
は
、
自
治
体

の
財
政
運
営
に
不
可
欠
な
財
源

と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
現

行
水
準
を
確
保
す
る
こ
と
。

　

�　

ま
た
、
こ
れ
ら
の
財
源
措
置

に
つ
い
て
、
臨
時
・
一
時
的
な

財
源
か
ら
恒
久
的
財
源
へ
と
転

換
を
は
か
る
た
め
、社
会
保
障
、

環
境
対
策
、
地
域
交
通
対
策
な

ど
、
経
常
的
に
必
要
な
経
費
に

振
り
替
え
る
こ
と
。

７�

．
地
方
交
付
税
の
財
源
保
障
機

能
・
財
政
調
整
機
能
の
強
化
を
は

か
り
、
市
町
村
合
併
の
算
定
特

例
の
終
了
を
踏
ま
え
た
新
た
な
財

政
需
要
の
把
握
、
小
規
模
自
治

体
に
配
慮
し
た
段
階
補
正
の
強
化

な
ど
の
対
策
を
講
じ
る
こ
と
。

　

�　

同
時
に
、
地
方
交
付
税
原
資

の
確
保
に
つ
い
て
は
、
臨
時
財

政
対
策
債
に
過
度
に
依
存
し
な

い
も
の
と
し
、
対
象
国
税
４
税

（
所
得
税
・
法
人
税
・
酒
税
・

消
費
税
）
に
対
す
る
法
定
率
の

引
き
上
げ
を
行
う
こ
と
。

（
提�

出
先
）
内
閣
総
理
大
臣
、
財

務
大
臣
、
総
務
大
臣

委
員
会

　

第
３
回
定
例
会
で
付
託
さ
れ
た

請
願
・
議
案
に
つ
い
て
審
査
し
ま

し
た
。

教
育
厚
生
委
員
会

（
10
月
20
日
、
27
日
）

　

請
願
第
１
号　

教
育
予
算
の
拡

充
を
求
め
る
請
願

総
務
委
員
会

（
10
月
23
日
）

　

請
願
第
３
号　

地
方
財
政
の
充

実
・
強
化
を
求
め
る
意
見
書
に
つ

い
て
の
請
願

　

議
案
第
37
号　

行
方
市
印
鑑
条

例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
に
つ
い
て

経
済
建
設
委
員
会

（
10
月
24
日
）

　

請
願
第
２
号　

上
山
・
鉾
田
工

業
団
地
へ
の
産
廃
（
Ｐ
Ｃ
Ｂ
）
処

理
施
設
工
場
進
出
計
画
に
反
対
す

る
請
願
書

　

議
案
第
38
号　

損
害
賠
償
の
額

を
定
め
、
和
解
す
る
こ
と
に
つ
い
て

　

議
案
第
39
号　

工
事
請
負
契
約

の
締
結
に
つ
い
て

　

議
案
第
40
号　

平
成
28
年
度
行

方
市
水
道
事
業
会
計
未
処
分
利
益

特
別
委
員
会

　

閉
会
中
に
継
続
審
査
案
件
に
つ
い

て
特
別
委
員
会
を
開
催
し
ま
し
た
。

行
方
市
議
会
議
員
定
数
等
調
査
特
別
委
員
会

（
９
月
11
日
）

　

�

・
議
員
定
数
・
報
酬
等
に
つ
い
て

　

�

・
行
方
市
特
別
職
報
酬
等
審
議

会
の
開
催
に
つ
い
て

行
方
市
議
会
活
性
化
特
別
委
員
会

（
９
月
13
日
）

　
�

・
常
任
委
員
会
へ
の
議
案
付
託

に
つ
い
て

　

�

・
会
議
時
パ
ネ
ル
使
用
取
扱
い

に
つ
い
て

　

�

・
任
意
制
選
挙
公
営
制
度
に
つ

い
て

行
方
市
議
会
議
員
定
数
等
調
査
特
別
委
員
会

（
９
月
26
日
）

　

�

・
区
長
会
と
の
意
見
交
換
会
に

つ
い
て

剰
余
金
の
処
分
に
つ
い
て

　

議
案
第
41
号　

行
方
市
道
路
線

の
廃
止
に
つ
い
て

　

議
案
第
42
号　

行
方
市
道
路
線

の
変
更
に
つ
い
て

どうなった　請願・陳情

請願審査について報告いたします

■�教育予算の拡充を求める
請願

【請願者】
茨城県教職員組合
　吉田　豊

【審査の結果】　採択

〔紹介議員〕　 河野　俊雄
〔付託委員会〕教育厚生委員会

■�上山・鉾田工業団地への産
廃（PCB）処理施設工場進
出計画に反対する請願書

【請願者】
上山区会
　区　　長　平間　千一
　区長代理　風間　吉夫
　区長代理　根本　孝

【審査】　継続審査

〔紹介議員〕　栗原　繁
〔付託委員会〕経済建設委員会

■�地方財政の充実・強化を求
める意見書についての請願

【請願者】
全日本自治団体労働組合
　茨城県本部
　　執行委員長　黒江　正臣
自治労茨城県本部
　行方市職員組合
　　執行委員長　松信　正弘

【審査の結果】　採択

〔紹介議員〕　阿部　孝太郎
〔付託委員会〕総務委員会
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平成 29 年第３回行方市議会定例会　議決結果一覧
《市長提出議案》
議案番号 件名 結果
報告第 11 号 平成 28 年度行方市健全化判断比率の報告について －
報告第 12 号 平成 28 年度行方市資金不足比率の報告について －

報告第 13 号 専決処分の承認を求めることについて
（平成 29 年度行方市一般会計補正予算（第２号）について） 原案承認（全会一致）

報告第 14 号 専決処分の承認を求めることについて
（平成 29 年度行方市介護保険特別会計補正予算（第１号）について） 原案承認（全会一致）

報告第 15 号 専決処分の報告について
（損害賠償の額を定め、和解することについて） －

諮問第１号 人権擁護委員候補者の推薦について 適任であると答申
（全会一致）

諮問第２号 人権擁護委員候補者の推薦について 適任であると答申
（全会一致）

議案第 33 号 教育委員会委員の任命について 原案同意（全会一致）
議案第 34 号 固定資産評価審査委員会委員の選任について 原案同意（全会一致）
議案第 35 号 固定資産評価審査委員会委員の選任について 原案同意（全会一致）
議案第 36 号 固定資産評価審査委員会委員の選任について 原案同意（全会一致）
議案第 37 号 行方市印鑑条例の一部を改正する条例について 原案可決（全会一致）
議案第 38 号 損害賠償の額を定め、和解することについて 原案可決（全会一致）
議案第 39 号 工事請負契約の締結について 原案可決（全会一致）
議案第 40 号 平成 28 年度行方市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 原案可決（全会一致）
議案第 41 号 行方市道路線の廃止について 原案可決（全会一致）
議案第 42 号 行方市道路線の変更について 原案可決（全会一致）
議案第 43 号 平成 29 年度行方市一般会計補正予算（第３号）について 原案可決（全会一致）
議案第 44 号 平成 29 年度行方市介護保険特別会計補正予算（第２号）について 原案可決（全会一致）

議案第 45 号 平成 29 年度行方市特定環境保全公共下水道事業特別会計補正予算
（第１号）について 原案可決（全会一致）

認定第１号 平成 28 年度行方市一般会計歳入歳出決算認定について 原案認定（賛成多数）
認定第２号 平成 28 年度行方市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 原案認定（全会一致）
認定第３号 平成 28 年度行方市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 原案認定（全会一致）
認定第４号 平成 28 年度行方市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について 原案認定（全会一致）

認定第５号 平成 28 年度行方市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定につい
て 原案認定（全会一致）

認定第６号 平成 28 年度行方市特定環境保全公共下水道事業特別会計歳入歳出決算
認定について 原案認定（全会一致）

認定第７号 平成 28 年度行方市流域関連公共下水道事業特別会計歳入歳出決算認定
について 原案認定（全会一致）

認定第８号 平成 28 年度行方市戸別浄化槽整備事業特別会計歳入歳出決算認定につ
いて 原案認定（全会一致）

認定第９号 平成 28 年度行方市水道事業会計決算認定について 原案認定（全会一致）
《議員提出議案》
発議第１号 教育予算の拡充を求める意見書の提出について 原案可決（全会一致）
発議第２号 地方財政の充実・強化を求める意見書の提出について 原案可決（全会一致）
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今定例会で補正された予算（平成 29 年度）

会計別 補正額 主な内容 総額

一般会計
（第３号）

１億
6,886 万 4,000 円
増額

歳入
・地方特例交付金 /198 万 6,000 円
・社会保障・税番号制度システム整備費補助金 /

60 万 4,000 円
・再編関連訓練移転等交付金 /800 万円
・狭あい道路整備等促進事業補助金 /

△ 1,072 万 6,000 円
・いばらきの産地パワーアップ支援事業補助金

/2,918 万 8,000 円
・多面的機能支払交付金返還金 /345 万 7,000 円
・公営住宅火災共済給付金 /188 万 2,000 円
・狭あい道路整備等促進事業債 /△ 970 万円
・臨時財政対策債 /△ 2,580 万円
歳出
・地域おこし協力隊募集業務委託 /37 万 8,000 円
・�子育てワンストップサービスに係るシステム改修委
託料 /38 万 1,000 円
・防犯カメラ設置工事 /513 万円
・住民記録システム改修委託料 /60 万 5,000 円
・いばらきの産地パワーアップ支援事業補助金 /

2,918 万 8,000 円
・土地改良促進事業県補助金返還金 /259 万 3,000 円
・狭あい道路整備等促進事業　道路改良舗装工事 /

△ 1,500 万円
・狭あい道路整備等促進事業　移転補償等 /

△ 645 万 2,000 円
・道路維持補修事業　維持補修工事 /1,600 万円
・住宅管理事業　修繕料 /92 万円
・住宅管理事業　住宅解体・撤去工事 /150 万円
・非常勤講師配置事業 /137 万 8,000 円
・教育相談事業 /285 万円
・特別支援教育支援事業 /221 万 3,000 円
・外国語指導助手活用事業 /151 万 1,000 円
・社会教育総務事務費 /58 万 9,000 円
・保健体育総務事務費 /42 万 3,000 円

168 億
7,942 万 9,000 円

介護保険特別会計
（第２号）

56 万 6,000 円
増額

歳出
・高額総合事業等サービス費負担金 /14 万 4,000 円
・総合相談事業費　実態把握事業委託料 /21万 6,000円
・認知症総合支援事業費 /12 万 4,000 円
・審査支払手数料 /6 万 2,000 円

33 億
9,804 万 8,000 円

特定環境保全公共
下水道事業特別会
計（第１号）

203 万 1,000 円
増額

歳出
・施設管理費　修繕料 /203 万 1,000 円

４億
4,103 万 1,000 円




